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都市経済学における標準的な住宅立地理論は，交通費用と地代のトレード・オフ関係をもとに，都市の土地利用と

交通パターンを説明する．その理論では，交通条件は静学的な枠組みで表現され，渋滞現象等の intra-day レベ

ルの詳細は無視できると仮定されている．一方，ボトルネック・モデルに関する最近の研究によれば，静学的な交通

モデルは，交通費用に関して非常に大きな評価誤差を生じうると指摘されている．そこで，本研究では，従来の立

地-交通均衡理論が，どのような都市条件の下で，交通費用に関して大きなバイアスを生むかを明らかにする．この

目的を達成するために，本研究では，通勤者の出発時刻選択を内生化した住居立地モデルを構築し，均衡解を

求める．そして，その均衡解から，従来理論による状態表現が妥当でないと考えられる都市-交通条件を導く． 
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１．はじめに 

 都市内の土地利用と交通は，従来から，互いに密接

な相互干渉のある現象としてとらえられてきた．例え

ば，都市経済学における標準的な立地均衡理論は，交

通費用と地代のトレード・オフ関係をもとに地代・立

地密度の空間的規則性を説明している（eg. Alonso1）, 
Fujita 5)）．また，工学分野では，土地利用・交通量パ

ターンの定量的予測を目的として，多くの立地・交通

統合モデルが構築されている． 
 この互いに相関する空間現象をとらえるために，従

来の標準的な立地理論（あるいは，工学的な立地・交

通統合モデル）では，暗黙裡に，時間的な集約・粗視

化に関する仮定をおいてきた：立地のような時間スケ

ールの大きな（ie. 変化速度の遅い長期的な）現象を記

述する際には，相対的に時間スケールの小さな現象の

影響を無視できる．これは，より具体的には，以下の

ような仮定である：住宅立地パターンを決定づける消

費者の立地選択行動は，通常，長期的な時間スケール

の現象である．その一方で，消費者の選択行動は，短

期的な時間スケールの様々な交通条件（交通機関，経

路，出発時刻等）の選択も含んでいる．しかし，従来

の立地理論では，交通条件に関しては，intra-day レベ

ルの詳細（eg. 出発時刻選択行動や渋滞現象）までは（立

地選択に影響しないと仮定し）記述せず，静学モデル

の枠内に留めている． 
 この “マクロ現象を記述する際には，ミクロ現象を

捨象できる” という粗視化の仮定は，一見，もっとも

らしい．そして，この仮定は，対象とする現象のメカ

ニズムを最もわかりやすく簡略化／誇張した上で描く 
“メタファー・モデル” 構築のためには，正当化されう

るだろう．しかし，立地・交通現象における時間的な

集約・粗視化に関する仮定は，定量的予測を目的とし

た土地利用モデルの構築や交通管理施策の分析におい

て，どこまで妥当であろうか？ この点は，著者らの知

る限り，理論的あるいは実証的にも，従来研究におい

て十分に検証されていない．従って，例えば，混雑の

外部不経済解消のための都心混雑料金制や容積率規制

といった現実的施策の分析（eg. Mun 8）, Wheaton11））に

おいて，この仮定を吟味なしに用いることには，危う

さが残る． 
 実際，この仮定は，以下に述べる要因のために，あ

る限られた条件（または分析目的）においてしか妥当

でないと推測される．第一に，intra-day レベルの交通

条件を平均化した静学均衡モデルでは，交通費用を適

切に評価できない（大きなバイアスが生じる）可能性

が高い．なぜなら，現実の交通費用の最大要因は渋滞

による混雑待ち時間であるが，その渋滞現象は，

intra-day レベルの動的な交通条件を導入することなし

には記述できないからである．これは，交通工学・都
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市経済学の両分野で進展してきたボトルネック渋滞モ

デルによる通勤交通の研究（eg. Vickrey12）, Smith10）, 
Daganzo 4), Arnott et. al. 2), 3) , 赤松 13），桑原 14））でも指

摘されてきた事実である．第二に，多くの消費者が立

地選択に際して考慮する大きな要因は，通勤交通条件

である．合理的な消費者は，通勤出発時刻等の intra-day
レベルの交通条件を想定した上で立地を選択するであ

ろう．その結果，マクロな現象としての通勤交通現象

と立地現象の時間スケールは違っても，消費者行動レ

ベルの記述では，両者は密接に関係する． 

 以上の背景に鑑み，本研究の目的は，従来の標準的

な（intra-day レベルの現象メカニズム記述を省略した）

立地均衡モデルが，どのような条件下で，大きな予測

バイアスを生むかを明らかにすることである．ただし，

その分析は，主に交通混雑費用のバイアスに焦点をあ

てる．その理由は，まず，交通費用が，モデル内生変

数の中で最も予測バイアスが大きいと推測されるから

である．また，この交通費用バイアスが生じる条件を

明らかにすることは，従来から議論の多い都心混雑料

金制や容積率規制等といった現実的問題の分析にも有

益である． 
 この目的を達成するために，本研究では，まず，出

発時刻選択行動とボトルネック渋滞を内生化した住居

立地均衡モデル（統合モデル）を構築する．次に，こ

の統合モデルを解き，均衡交通費用を導出する．その

結果，intra-day 交通条件を内生化した場合の均衡交通

費用は，ある一定の条件下でのみ，従来の理論で仮定

されている“分離型の交通費用関数” (“separable link 
performance function”) に帰着することが示される（本

研究では，このような帰着が可能な場合を “時間軸の

縮約が可能である” と呼ぶ）．さらに，統合モデルを

数値的に解析し，時間軸の縮約が不可能となる条件を，

住宅地規模および道路容量パターンといった都市条件

と関連付ける． 

 本稿の構成は以下の通りである．まず，第 2 章では，

出発時刻選択を内生化した住居立地均衡モデル（“統合

均衡モデル”）の枠組を示し，その均衡条件を定式化す

る．次に，第 3 章では，出発時刻選択均衡モデル（第

2 章で定式化した統合均衡モデルのサブ・モデル）の

均衡解を求める．そして，その均衡リンク・コストが，

従来の静学モデルと同様の分離型コスト関数に帰着す

るための条件を示す．第 4 章では，第 2 章で定式化し

た統合均衡モデルを解き，都市条件と第 3 章で求めた

条件の間の関係を明らかにする．第 5 章では，得られ

た結果から時間軸の縮約可能性に関する考察をする．

最後に，第 6 章で結論と今後の課題を述べる． 

２．出発時刻選択行動を内生化した 
住居立地均衡モデルの定式化 

 
（１） モデルの設定 
 本稿では，図 1 に示す様な 2 つの居住地と CBD を
結ぶ道路ネットワークを考える．このネットワーク上

のノード 1，2 は，各々，居住地 1，2 を表す．消費者

は，居住地 1 または 2 に住宅を立地し，CBD に通勤す

る．閉じた都市を考えるため，居住地 i の人口 Qi  (i = 1, 
2) の総和を一定値 Q とする．居住地 1, 2 の住宅地総

面積は，各々，一定値 A1, A2とする．なお，住宅地供

給企業を仮定すれば，土地の供給面積を内生変数とし

た分析も可能である．また，ネットワーク条件の一般

化も不可能ではない．しかし，本稿で構築するモデル

は，詳細な土地利用・交通需要予測に直接利用される

ことを意図したものではない．本稿のモデル分析の狙

いは，第１章でも述べたように，動的な交通条件を無

視した立地均衡モデルが予測バイアスを引き起こすメ

カニズムを明確に示すことにある．従って，その目的

と関係の薄いモデルの一般化は，極力避ける． 
 リンク 1 と 2 の終端には，各々，一定容量 μ 1 , μ 2 の
ボトルネックが存在する．このボトルネックのサービ

スは，First-In-First-Out (FIFO) 原則を満足し，渋滞待ち

行列は，point-queue モデルで表現できると仮定する． 
 消費者は，自らの効用が最大となるように居住地，

財の消費量を選択する．ただし，消費者は，全員均質

であると仮定する．すなわち，各消費者の行動は，以

下のように表現される． 

{ }2,1  ), ,(.max   
, ,

==++ iMyrzyzu iiiiiiyzi ii

ρ    (2.1) 

ここで，u(・) は消費者の効用関数，M は消費者の所

得を表す．また，添え字 i は居住地を表し，r i は居住

地 i の地代，ρ iは通勤費用，yiは消費者 1 人あたりの

土地面積，z iは合成財の消費量である． 
 この消費者の効用最大化問題は，以下の 2 段階最適

化問題： 

⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧ =++ ) ,(.max.max   

,
Myrzyzu iiiiiiyzi ii

ρ    (2.2) 

と等価である．すなわち，まず，各居住地で合成財と

土地の最適消費量を決定し，そして，その結果決まる

間接効用値が最大の居住地 i を選択すると考えれば

よい．より具体的には，まず，各居住地で最適な消費 

 
 
 

図１ 対象ネットワーク 
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行動をしたときの効用は，以下の間接効用関数： 

) ,(.max),(   
,

MyrzyzuMrv iiiiiiyziii
ii

=++≡− ρρ  

(2.3) 
によって表される．そして，居住地選択行動は， 

),( .max iiii
Mrv ρ−     (2.4) 

と表現できる． 
 居住地 i で必要となる通勤費用ρ i  は，CBD までに

通過するリンクの交通費用の和： 

∑
=

=
i

a
ai C

1
ρ   (i = 1, 2)    (2.5) 

で与えられる．そして，リンク a の交通費用 Ca は，

（交通混雑を考慮した）従来の標準的な立地理論では
．．．．．．．．．．．．．

，

当該リンク通過交通量の増加関数： 

⎩
⎨
⎧

=
=+=

)(
)()(

222

12111

QCC
QCQQCC ,     (2.6) 

と与えられる（ie.静学的な分離可能型リンク性能関数

で交通費用を表現できると仮定されている）． 

 これに対して，本研究では
．．．．．

，通勤費用ρ i は，消費者

の出発時刻選択行動（と(2) 節で定式化する intra-day
の動的な交通流均衡条件）の結果として決まると考え

る．より具体的には，消費者は，通勤費用が最小とな

るように，自宅からの出発時刻を選択する（これは，

効用最大化行動と整合的である）．この出発時刻の順

序は，同一居住地からであれば，ボトルネックでの

FIFO 条件より，CBD 到着順序と等しい．この事実を

用いると，出発時刻を選択することと，CBD 到着時刻

を選択することは等価であることがわかる．そこで，

以下では，消費者は，通勤費用が最小となるように，

CBD の到着時刻 s を選択すると考える．このとき，

居住地 i の消費者の通勤（出発時刻選択）行動は， 

)(.min sTCisi =ρ      (2.7) 

と表現される．ここで，TCi(s) は，時刻 s に CBD に

到着する（ie.リンク 1 から流出する）居住地 i の消費

者の通勤費用である．この通勤費用 TCi は，通過する

リンク a での渋滞待ち時間 wa(s) ，自由走行時間 ka 
と “スケジュール遅れ (schedule delay)” d(s) の和： 

⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧

++⋅= ∑
=

i

a
aai sdkwsTC

1
)()()( α      (2.8) 

で与えられると仮定する．ここで，α は，通勤に費や

す時間を（待ち時間を基準として）金銭的費用に換算

するための係数（“時間価値”）である．また，“スケジ

ュール遅れ” d(s) は，希望到着時刻（勤務開始時刻）

と実際の到着時刻の差（“スケジュール遅れ”）を待ち

行列遅れ時間に換算したものである．これは，以下の

関数で与えられると仮定する： 

⎩
⎨
⎧

≥−
≤−

=
ww

ww

tsifts
tsifst

sd
     )( 
    )( 

)(
γ
β      (2.9) 

ここで，β,γ は，各々，希望到着時刻 tw に対して早

着，遅着する場合の単位時間当りの換算係数である．

この関数形は，出発時刻選択に関する従来研究（eg. 
Hendrickson 8））に倣ったものである（後の均衡分析を

徒に煩雑化しないために，この仮定を採用する）． 
 
（２） 均衡条件 
 統合モデルの均衡条件を，居住地選択と出発時刻選

択の各々に関する条件に分けて定式化する． 
ａ） 居住地選択に関する均衡条件 
 居住地選択に関する均衡状態は，居住地選択の無裁

定条件，各居住地での土地の需給均衡条件，消費者数

の保存則の 3 条件が同時に満たされた状態である． 
 まず，消費者の居住地選択に関して均衡状態にある

ならば，どの消費者も居住地を変更する動機を持たな

い．従って，消費者が立地する居住地の効用は均衡効

用水準 V に等しく，消費者が立地しない場合は V 以
下となる： 

⎩
⎨
⎧

=−≥
≥−=

0    ),(  
0    ),(  

iiii

iiii

QifMrvV
QifMrvV

ρ
ρ  (i = 1, 2)  (2.10) 

次に，土地市場の需給均衡状態では，正の地代がつい

ていれば，供給面積と需要面積が一致し，そうでなけ

れば，供給過多である（簡単のため，住宅の他の代替

的用途に対する地代（農業地代）を 0 とおいている）．

ここで，各居住地 i の総面積（供給面積）は，一定値 
Ai と仮定しているので，この条件は 

⎩
⎨
⎧

=≥
≥=

0       
0       

iiii

iiii

rifQyA
rifQyA   (i = 1, 2)   (2.11) 

と表される．また，各消費者の住居面積 yi は，Roy
の恒等式より，ri, M, ρ i の関数： 

MMrv
rMrvy

iii

iiii
i

  

  

/),(
/),(
∂−∂
∂−∂

−=
ρ
ρ     (2.12) 

により与えられる．最後に，本論文では閉じた都市を

考えているため，消費者数の保存条件は， 

21 QQQ +=   (2.13) 

である．すなわち，各居住地に立地する消費者数 Qi の
合計は，都市の総人口 Q に等しい． 
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ｂ） 出発時刻選択に関する均衡条件 
 出発時刻選択に関する均衡状態は，出発時刻選択条

件，OD 交通量の保存則，渋滞待ち時間条件の 3 つが

同時に満たされた状態である． 
 まず，消費者の出発時刻選択に関して均衡状態にあ

るならば，どの消費者も出発時刻を変更する動機を持

たない．従って，道路利用者が存在する時刻 s の通勤

費用 TCi(s) は，均衡通勤費用 ρ i に等しく，存在しな

い場合は，ρ i 以上となる: 

⎩
⎨
⎧

=≥
≥=

0)(    )( 
0)(    )( 

sqifsTC
sqifsTC

iii

iii

ρ
ρ       (2.14) 

ここで，qi(s) は，居住地 i を起点とし CBD に時刻 s 
に到着する車両の CBD 流入率（OD 流率）である． 
 次に，消費者は全員 CBD に通勤するため，通勤時間

帯に渡る交通流の総和は全人口と一致する．すなわち， 

∫=
s ii dssqQ
 

)(   (2.15) 

 最後に，ボトルネックでの渋滞待ち時間の条件を示

す．あるリンクに渋滞が存在する場合，CBD に流入す

る車両台数は，当該リンクの最大流出台数と等しい一

方，渋滞が存在しない場合は，ボトルネック流出台数

は CBD 流入台数に等しく，その値は最大流出台数以下

である．従って，時刻 s から s + Δs までの間に CBD
に到着する消費者が，リンク a を流出する時間間隔を 
[τ a(s) , τ a(s) + Δτ a] とすると，以下の関係が成立する： 

⎩
⎨
⎧

=Δ≥Δ
>Δ=Δ

0)(     )(
0)(     )(

 

 

swifssx
swifssx

aaaa

aaaa

τμ
τμ

      (2.16a) 

ここで，μ aはリンク a の最大流出率，xa(s) はリンク a 
を通過しCBDに時刻 sに流入する車両のCBD流入率，

wa(s) はCBDに時刻 sに流入する車両のリンク a での

渋滞待ち時間である．ここで 0→Δs  の極限をとると 

⎩
⎨
⎧

=≥⋅
>=⋅

0)(     )/(
0)(     )/(

 

 

swifxdsd
swifxdsd

aaaa

aaaa

τμ
τμ

.    (2.16b) 

 リンク 1 では，リンクを流出時間間隔 Δτ 1 と CBD
に到着する時間間隔 Δs は等しいから，d τ 1 / ds = 1 で
ある．また，リンク 1 は，居住地 1 と 2 からの車両が

通過する．従って，リンク 1 のボトルネックにおける

渋滞待ち時間と OD 交通流率は， 

⎩
⎨
⎧

=+≥
>+=

0)(     )()(
0)(     )()(

1211 

1211 

swifsqsq
swifsqsq

μ
μ         (2.17) 

を満たさねばならない．また，リンク 2 では，CBD に

到着する時間間隔 Δs に対応するリンク流出時間間隔 
Δτ 2 は，Δs および w1(s) と，図2に示す関係にある．

この関係は， 

))()(( 112 swssws −Δ+−Δ=Δτ        (2.18a) 

と書ける．ここで， 0→Δs  の極限をとると， 

ds
sdw

ds
d )(1 12 −=
τ      (2.18b) 

なる関係が得られる．この関係式(2.18b)と(2.16b)より，

リンク 2 の渋滞待ち時間と交通流率は， 

⎩
⎨
⎧

=≥−⋅
>=−⋅

0)(     )()/)(1(
0)(     )()/)(1(

2212 

2212 

swifsqdssdw
swifsqdssdw

μ
μ

  (2.19) 

を満たねばならない．この結果から，このリンク 2 の

渋滞条件は，リンク 1 の渋滞の影響を受けていること

がわかる． 
 
（３） モデル構造についての考察と解析の手順 
 この統合均衡モデルは，2 つのサブモデルからなる．

一つは，前節の a) で示した住居立地選択に関する均衡

条件（“住居立地均衡サブモデル”），もう一つは，前

節の b）で示した出発時刻選択に関する均衡条件（“交
通均衡サブモデル”）である．各サブモデルは，他方の

モデルの内生変数を入力としている．つまり，住居立

地均衡サブモデルの内生変数 Q ={Q1, Q2 } は，交通均

衡サブモデルへの入力であり，交通均衡サブモデルの

内生変数 ρ = {ρ 1, ρ 2 } は，住居立地均衡サブモデルへ

の入力となっている．従って，統合均衡モデルの均衡

状態を表現するには，これらの 2 つのサブモデルを同

時に解析しなければならない． 
 ただし，統合均衡モデルの内生変数である Q を仮

に与件と考えれば，交通均衡サブモデルから均衡リン

ク・コスト Ca (Q) の関数形を解析的に得ることができ

る．この均衡リンク・コストは，時々刻々のフローに

よらず，1 日全体の総交通量（居住者数）Q の関数と

なる．もし，この関数形が分離型の交通費用関数（式

(2.6) 参照）であれば，従来の静学的な理論で分析が可

能（ie. “時間軸の縮約が可能”）である．そうでなけれ

ば，従来の理論では，交通費用を適切に評価できない

 

 

 

 

 

 

図２ 待ち行列時間遅れの伝播 
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こと（ie. “時間軸の縮約が不可能”）がわかる． 
 そこで，本研究では，統合均衡モデルで時間軸の縮

約が可能/不可能となる条件を明らかにするために，以

下の手順で解析する．まず，第 3 章では，各居住地の

人口 Q をパラメータとしてリンク・コスト Ca (Q) の関

数形を求め，時間軸の縮約可能性を検証する．次に，

第 4 章で統合均衡モデルを解き，居住地選択と出発時

刻選択の同時均衡状態でのQ を求める．そして，どの

ような都市条件（ie. 各都市の居住地面積 A = {A1, A2} 

や道路容量 μ= {μ1, μ 2}）の下で時間軸の縮約が不可能

となるかを明らかにする． 
 

３．交通均衡サブモデルの解析 

 本章では，交通均衡サブモデルの均衡条件を立地均

衡条件とは独立に解析し，時間軸の縮約可能性を検証

する．すなわち，統合モデルの内生変数である Q を与

件と仮定して，均衡リンク・コストを導出する．ただ

し，この均衡条件（式(2.14)-(2.19)）は不等式条件を含

むため，そのままでは均衡解を解析的に導出できない．

そこで，消費者の行動を，以下で示す幾つかのパター

ン（以下では “到着パターン” と呼ぶ）に分類し，各

パターン毎に等式均衡条件を定式化する．そのパター

ン毎に定式化された均衡条件を解き，その結果から時

間軸の縮約可能性を検証する． 
（１） 均衡状態での到着パターンの分類 
 出発時刻選択に関する均衡条件 (2.14)-(2.19) から解

析的に均衡解を求めるため，CBD 到着時刻を qi(s) を
状態に応じて以下の 4 つの時間帯に分割する． 

0)(   ,0)( 21 == sqsq ：時間帯 A   (3.1a) 

0)(   ,0)( 21 => sqsq ：時間帯 B   (3.1b) 

0)(   ,0)( 21 >= sqsq ：時間帯 C   (3.1c) 

0)(   ,0)( 21 >> sqsq ：時間帯 D   (3.1d) 

これらの 4 つの時間帯 A-D の組み合わせにより，全時

間帯を通した通勤交通の到着パターンを記述すること

ができる．この時間帯の組み合わせ方は，図 3 に示す

6 つのパターンが考えられる．ここで，図 3 中の矢印

は，各居住地の消費者が CBD に到着する時刻の範囲を

表す．ハッチング付き矢印は，居住地 1 の消費者，そ

うでない矢印は，居住地 2 の消費者を表している． 
 
（２） 均衡解 
 上記の 6 つの到着パターンの各々について，均衡条

件式の解が存在するか否かを確認した．その結果，全

ての到着パターンに対応した均衡解が存在するのでは

なく，到着パターン 1 と 2 のみが（その到着パターン

と無矛盾な）均衡解を持つことが明らかとなった．こ

の結果は，以下の命題にまとめられる： 
 
命題 1：出発時刻選択の均衡状態で成立しうる到着パ

ターンは，パターン 1 と 2 のみである．すなわち，

到着パターン 3 ～ 6 は均衡状態では起こりえない． 

（証明：付録 A 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ ＣＢＤ到着時刻分布（パターン）の分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 到着パターン 1 の均衡交通流の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 到着パターン 2 の均衡交通流の推移 
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 この命題により，到着パターン 1 と 2 の解のみを問

題とすれば十分である．そこで，これらの到着パター

ンの各々について，均衡解を求めた（その導出手順の

詳細については，付録 B を参照）．図4, 5 は，各々，

到着パターン 1 と 2 の均衡フロー・パターンを累積図

で表示したものである．図の横軸は時刻，縦軸は累積

台数を表す．また，図中の Da とAa は，各々，リンク

a の累積流入台数と累積流出台数である．これらの図

からも明らかなように，到着パターン 1 と 2 では，各

リンクでの渋滞パターンや均衡交通費用は大きく異な

ったものとなる． 
 
（３） 均衡状態におけるリンクコスト関数 
 本稿では，各リンクの均衡コストを静学的（従来の）

リンク・コスト関数と比較するために，図 6 のように

定義する．すなわち，居住地 1 からの均衡通勤費用 ρ 1

をリンク 1 の均衡コスト C1，居住地 2 と 1 の均衡通勤

費用の差 ρ 2 − ρ 1 をリンク 2 の均衡コスト C2 と考え

る．このとき，リンク 1, 2 の均衡リンク・コストは，

均衡到着パターン 1 では， 

1
1

1 kQC +=
μ
δ      (3.2) 

22 kC =       (3.3) 

と与えられる．ここで， )/( γβγβδ +≡  である． 

 式 (3.2), (3.3) に示されたパターン 1 の均衡リン

ク・コスト関数は，リンク 1, 2 ともに，分離型である．

すなわち，当該リンクの通過交通量のみの関数（ie. リ
ンク 1 では Q1 + Q2，リンク 2 では定数）となっている．

従って，パターン 1 では，“時間軸の縮約が可能である”
と言える．さらに，パターン 1 では，リンク 2 には渋

滞が発生しないこともわかる． 
 次に，到着パターン 2 では，均衡リンクコストは， 

111  kQaC +=       (3.4) 

222112 kQbQbC ++=      (3.5) 

と与えられる（この導出は，付録 B 参照）．ここで，

a, b1, b2 は，以下のように定義された定数である： 
 
 a b1 b2 

** γμ ≤if  
21 μμ

δ
−

 
21 μμ

δ
−

−  
2μ

δ  

1 ** ≤≤ μγif  
−μ

β   
⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
−

+−
12 

 
μ
μ

γβ
μ
β  

*
 

μ
γβ  

**  1   βμ ≤≤if  
−μ

β   
⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
+−

− γββ
μ

μ
δβ 1  

*

*

1μ
δ  

また， 1 2 
* / μμμ = , )1/(1* ββ −= , )1/(1* γγ += , 

2 1 μγμβμ +=+ , 2 1 )1( μβμμ −−=−   

である． 
 式 (3.4), (3.5) に示されたパターン 2 の均衡リン

ク・コストは，リンク 1 が Q1の関数，リンク 2 が Q1

と Q2 の関数となっている．すなわち，リンク 1, 2 と

もに，均衡コストが当該リンクの通過交通量のみの関

数とはなっていない．従って，パターン 2 では，“時間

軸の縮約が不可能である” と言える． 
 なお，これらの均衡交通コストは，intra-day の交通

流状態を表す変数（eg. q(s) ={q1(s), q2(s)}）の関数では

なく，静学的な変数 Q1や Q2 のみの関数である．従っ

て，一見すると，intra-day の詳細な交通条件を無視し

た静学的分析で十分であると誤解されるかもしれな

い．しかし，パターン 2 の均衡交通費用の関数形は，

静学的理論で採用されている分離型リンク・コスト関

数とは，全く異なっていることに注意されたい．そし

て，この交通費用の関数形は，先見的には全く判らず，

intra-day の交通流状態を考慮した動学的解析をしなけ

れば得られない．その意味で，パターン 2 は，“時間

軸の縮約が不可能” である．以上の議論は，以下の命

題にまとめられる： 

命題 2：均衡到着パターン 2 では，時間軸の縮約が不

可能である．すなわち，交通費用を分離型リンク・

コスト関数（ie. 通常の静学モデル）で表現すること

はできない． 
 
（４） 縮約可能なフロー・パターンの成立領域 
 時間軸の縮約が不可能となるパターン 2 では，リン

ク 2 に必ず渋滞が発生し，一方，パターン 1 では，リ

ンク 2 の渋滞は発生しない．従って，時間軸の縮約が

不可能となるのは，リンク 2 に渋滞が発生する場合で

あると言える． 
 リンク 2 の渋滞状況は，リンク容量比 μ * = μ 2 /μ 1の

値に依存して変化する．より具体的には，以下の通り

である．まず，μ * > β * の場合，必ずパターン 1 とな

り，リンク 2 に渋滞が発生しない．μ * ≦ β * の場合は，

早着者（ie. s < tw ）がリンク 2 を通行する時間帯で必

ず渋滞が発生する．次に， μ * > 1 の場合，居住地 2

 

 

 

図６ 均衡リンク・コストの定義 
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の消費者のみが CBD に到着する時間帯に，リンク 1
と 2 で渋滞が発生する．μ * ≦ 1 の場合は，その時間

帯に渋滞が発生するのはリンク 2 のみとなる．さらに，

μ * > γ * の場合，遅刻者（ie. s > tw ）がリンク 2 を通行

する時間帯では渋滞が発生しない．μ *≦ γ * の場合は，

常にリンク 2 に渋滞が発生する． 

 均衡状態で成立する到着パターン 1 と 2 は，リンク

容量比 μ * のみならず居住人口比 Q2 /Q の値にも依存

して切り替わる（その結果導出の詳細は，付録C参照）．

各到着パターンが成立するために (μ *, Q2 /Q) が満た

すべき条件を整理すると，以下の命題が得られる． 

命題3：リンク容量比 μ *= μ 2 / μ 1
 と居住人口比 Q2 /Q 

が，次の条件： 

  

⎪
⎪
⎩

⎪⎪
⎨

⎧

≤

≤≤+

≤

≤ −−

**

***1*1*

***

2

                                   1 

     }){(  

                                 

μβ

βμγγμββδ

γμμ

if

if

if

Q
Q  

を満たすなら，時間軸の縮約が可能である． 

（証明：付録 C 参照） 

 図7は，横軸をリンク容量比 μ *，縦軸を居住人口比

Q2 /Q として，命題3の条件を描いたものである．ここ

で，図のハッチング部分はパターン 1，すなわち縮約

可能となる領域，そうでない部分はパターン 2，すな

わち縮約不可能となる領域を示している． 
 この図から，まず，μ * が小さい場合，パターン 2
が成立しやすいことがわかる．さらに，Q2 /Q が大き

い場合も，パターン 2 が成立しやすいと読み取れる．

従って，CBD 近郊の道路容量が郊外の道路容量に比べ

て大きい，あるいは，CBD から遠い郊外の消費者数 Q2 
が多い場合に，時間軸の縮約が不可能となりやすいと

言える． 

４．統合均衡モデルの解析 

 本章では，均衡リンク・コスト C が，居住地面積 A
や道路容量 μ などの都市条件と，どのような関係が

あるかを調べる．そのために，統合均衡モデルを解き，

均衡状態での居住地人口 Q および交通費用ρ を同時

に求める． 
（１） 均衡条件 
 統合モデルの均衡条件式は，前章で得られた均衡リ

ンク・コスト関数を用いると，以下のようにまとめら

れる． 

⎩
⎨
⎧

=≥−−
≥=−−

0    0),( 
0    0),( 

 

 

iiii

iiii

QifMrvV
QifMrvV

ρ
ρ    i = 1,2  (4.1) 

⎩
⎨
⎧

=≥−−
≥=−−

0   0 ),(
0   0 ),(

 

 

iiiiii

iiiiii

rifQMryA
rifQMryA

ρ
ρ   i = 1,2  (4.2) 

⎩
⎨
⎧

=≥+−
≥=+−

0   0) (
0   0) (

21 

21 

VifQQQ
VifQQQ         (4.3) 

    if }]){( ,.[min/ 1*1**
2

−− +≤ γμββδμQQ  

1
1

1 kQ
+=

μ
δρ        (4.4a) 

212 k+= ρρ        (4.4b) 

    if }]){( ,.[min/ 1*1**
2

−− +> γμββδμQQ   

111  kQa +=ρ        (4.5a) 

2221112 kQbQb +++= ρρ       (4.5b) 

これらの均衡条件を同時に解けば，居住地人口 Q およ

び交通費用 ρ と都市条件パラメータの関係が明らかに

なる．しかし，内生変数である Q の値によって（到

着パターン 1, 2 がスイッチし）通勤費用 ρ の関数形が

変化するため，これらの条件を解析的に解くことは困

難である．そこで，以下では，第 2 章 (2) で定式化し

た統合均衡モデルの均衡条件 (2.10)～(2.15), (2.17) and 
(2.19) を数値計算により直接解き，均衡解を求める．

そのために，まず，統合モデルの均衡状態を数値的に

求めるためのアルゴリズムを示す．そして，数値実験

の結果を用いて，均衡状態の性質を調べる． 
 
（２） 数値計算アルゴリズム 
 均衡条件式 (2.10)−(2.19) は，CBD 到着時刻 s を離

散化すると，付録D に示す有限次元 NCP に帰着する．

NCP を数値的に解くアルゴリズムは多数存在するが，

ここでは最も単純で，従来から多くの適用例（eg. 交通

均衡配分問題）が知られている対角化法を採用する．

この対角化法の概要は以下の通りである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 到着パターン 1 と 2 の成立する領域 
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 Step 0. 初期許容解の設定： 
  X(0) に適当な許容解を設定;  n := 0; 

 Step 1. 緩和問題を解く： 
  元問題を X(n) を用いて近似した緩和問題（以下で

示す問題[EP]）を解き，n+1 回目繰返しでの解 
X(n+1) とする． 

 Step 2. 収束判定： 
  ε<−+ )()1( nn XX  なら，終了．そうでなければ， 

  n := n + 1 とし，Step 1 へ． 

 ここで，Step 1 では，付録Dに示す NCP の写像 F(X) 
の非対角要素を適切に近似して得られる緩和問題を解

く．この近似では，写像の Jacobian の非対角要素が 0
となるように，住宅立地選択に関する均衡条件中の ρ, 
出発時刻選択に関する均衡条件中の Q, Δτ (s) を仮に

与件であるとする．与件とする変数には，1 回前の繰

返し計算で得られた解を代入する．n 回目繰返し計算

において，この対角化近似によって得られる緩和問題

は，以下の最適化問題 [EP] と等価である（その証明

は付録Eを参照）： 

 ∑ ∫∑ −−≡
i

Q n
ii

s
i

i dxxvdqZ ss }),({),(.min
 

0 
)1(

 )()( ρQq  

subject to 121 )()( μ≤+ sqsq   s∀    (4.6) 

)1(
 22 )()( −Δ≤ nssq τμ  s∀    (4.7) 

∑ −=
s

n
ii Qsq )1()(   i∀    (4.8) 

0)( ≥sqi        s∀ , i∀    (4.9) 

∑ =
i

i QQ        (4.10) 

0≥iQ     i∀    (4.11) 

ここで，Q ={Q1, Q2 }, q (s)={q1(s), q2(s) }，添字 (n-1) は
n − 1 回目（ie. 1 回前）繰返し計算で得られた解である

ことを示している．また，vi (Qi, ri) は，式(2. 3)で定義

される間接効用関数に，居住地 i での土地需給均衡条

件（式(2. 11)）を代入して得られる関数である． 
 等価最適化問題 [EP] は，q, Q について分割するこ

とができる．なぜなら，目的関数の第 1 項は q のみ，

第 2 項は Q のみの関数であり，制約条件も同様に q ま

たは Q のみの条件に分解されているからである．すな

わち，問題 [EP] の解は，以下の 2 つの独立な最適化

問題を解いた結果と一致する： 

[EP-R]： ∑∫ −−≡
i

Q n
iiR

i dxxvZ
 

0 
 

)1( ),()(.min ρQ  

  subject to (4.10) and (4.11). 

[EP-T]： ∑∑≡
i s

iT ss dqZ )()(  )(.min q  

  subject to (4.6), (4.7), (4.8) and (4.9). 
 
前者（問題 [EP-R]）は，通勤費用 ρ を定数 ρ (n-1) に
固定した場合の住居立地均衡サブモデルと等価な最適

化問題である．一方，後者（問題[EP-R]）は，各居住

地の立地者数Qと待ち行列遅れ時間Δτ をQ (n-1)とΔτ (n-1) 
に固定した場合の交通均衡サブモデルと等価な最適化

問題である．いずれの問題も単純な凸計画問題である

ため，よく知られたアルゴリズム（eg. Frank-Wolfe 法）

により簡単に解くことができる． 
 
（３） 数値実験条件 
 数値実験を行う際の条件は以下の通りである．まず，

消費者の効用関数 ui (zi ,yi ) は， 

iiii ybzayzu lnln),( +=   (4.12) 

で与えられるとする．これから導かれる間接効用関数

に土地需給均衡条件を代入すると，各居住地での間接

効用を(Qi, ρi) の関数として表現できる： 

)/(ln))(( ln),(   iiiiii QAbMaaQv +−= ρρ  (4.13) 

 外生パラメータは，ベース・ケースとして，消費者

数を Q = 1000 ，消費者所得を M = 25 ，各居住地面積

を A1 = 500, A2 = 1000 ，各リンク容量を μ1 = 5, μ 2 = 1，
効用関数パラメータを a = b = 0.5 とする． 
 また，本章では，統合モデルを従来の静学立地均衡

モデル（出発時刻選択が含まれない均衡モデル）と比

較する．この比較は，リンク・コスト以外のパラメー

タをすべて同じ値にして行う．ただし，静学モデルの

リンク・コスト関数については，式(3.2)-(3.3) を用いる． 
 数値実験では，居住地 2 の人口比 Q2 /Q ，各居住地

の通勤費用 ρ i が，居住地の総面積比 A2 /A1 ，リンク

の容量比 μ 2 / μ 1 に対してどのように変化するか調べ

る．以下では，その結果を示す． 
 
（４） 数値実験結果 
 a) 居住地面積比の変化に対する均衡解の性質 

 居住地面積比 A*
 = A2 /A1 の変化に対する Q, ρ の性

質を調べた．ただし，A* の値を変化させる際，A1を固

定した上で，A2 の値を変化させた．図8, 9 は，各々，

Q とρ  に関する計算結果である． 



 

 9

 まず，図8 から，従来モデル・統合モデルともに，

居住地面積比 A* の増加につれ， Q2 が増加することが

わかる．両モデル共通に Q2 が増加する理由は，A* が
増加すれば，居住地 2 の土地需給条件が（居住地 1 と

の相対的比較で）緩和され，居住地 2 の相対的な均衡

地代が低下するためである．また，A* が一定値（約 0.3）
以上になると，統合モデルの Q2 は，従来モデルの Q2  

よりも常に少なくなる．これは，この領域では，図 9 に
示す様に，統合モデルでの居住地 2 の均衡通勤費用ρ 2 

が A*
 の増加と共に増加することの効果である． 

 次に，図9 より，A* が一定値以上の領域では，A* が
増加すると ρ 1 は減少（ρ2 は増加）することが判る．

これは，この A* の領域に対応する居住地 2 の人口（人

口比 Q2 /Q が約 0.2 以上の Q2 ）では，時間軸の縮約が

不可能となる均衡到着パターン 2 が生じるためであ

る：到着パターン 2 では，居住地 1， 2 の均衡コスト

は，各々，Q1, Q2 に関して単調増加な関数 (4.5a), (4.5b)
で与えられる．一方，A* の増加と共に Q1 は減少（Q2

は増加）する．従って，この A* の領域では，A*  の増

加とともに，ρ 1 は減少（ρ 2 は増加）するのである． 

 ｂ) リンク容量比の変化に対する均衡解の性質 
 リンク容量比 μ∗ = μ 2 / μ 1 の変化に対する Q, ρ  の
性質を調べた．ただし，μ∗ の値を変化させる際，μ 1 を
固定した上で，μ 2 の値を変化させた．図 10, 11 は，

各々，Q とρ  に関する計算結果である． 
 まず，図 10 から，リンク容量比 μ∗  が一定値（約

0.7）以下の領域では， μ∗ の増加とともに，Q2 が増加

することがわかる．これは，この領域では，図 11 に示

す様に，μ∗  の増加と共に居住地 2 の均衡通勤費用ρ 2 

が減少する（改善される）ことの効果である． 
 次に，図11 より，μ∗  が一定値以上の領域では，μ∗  
が増加すると，ρ 2  が減少（ρ 1は増加）することがわ

かる．これは，この μ∗ の領域では，（時間軸の縮約が

不可能な）均衡到着パターン 2 が生じるためである：

パターン 2 では，居住地 2 の均衡コストは，式 (4.5b)
で与えられ，その係数 b1と b2  が，μ∗ の増加とともに

小さくなる．同様に，居住地 1 の均衡コストは，式 (4.5a)
で与えられ，その係数 a が， μ∗ の増加とともに大きく

なるのである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 容量比μ2 /μ1 と均衡通勤費用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 面積比 A2 /A1 と均衡居住人口比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 容量比μ2 /μ1 と均衡居住人口比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ 面積比 A2 /A1 と均衡通勤費用 
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５．時間軸の縮約可能性に関する考察 

 
 ここまでで得られた結果から，統合均衡モデルの時

間軸の縮約可能性について考えてみよう．まず，第 3
章の交通均衡サブモデルの解析結果（図 7）から，時

間軸の縮約が不可能となりやすいのは，以下の 2 つの

場合であることがわかっている．まず 1 つは，郊外の

道路容量 μ 2 が CBD 近郊の道路容量 μ 1 より小さい

場合，もう 1 つは，郊外の立地者数 Q2 が増加する場

合である．これらの情報と第 4 章で示された数値実験

結果を組み合わせれば，時間軸の縮約が不可能となる

都市条件を導くことができる． 
 まず，第 4 章 (4) 節 a) の数値実験結果より，居住

地面積比 A*
 = A2 /A1 が増加するにつれて，居住地 2 の

人口 Q2 が大きくなることがわかる．この結果と第 3
章の結果を組み合わせると，A*

 が大きい場合，時間軸

の縮約が不可能となりやすいと言える． 
 次に，第 4 章 (4) 節 b) の数値実験結果より，リンク

容量比 μ∗ =μ 2 / μ 1 が小さい範囲では，μ∗  が増加する

につれて，居住地 2 の人口 Q2 が大きくなることがわ

かる．また，μ∗  が大きい範囲では，Q2 は変化しない．

この結果より，μ∗  がある程度小さい場合，第 3 章で示

した μ∗  の効果に加え，μ∗ の増加に伴い郊外人口 Q2

が増加する効果によって，時間軸の縮約が不可能とな

りやすいと言える． 
 さらに，居住地 2 の均衡通勤費用ρ 2 に対する容量比 
μ∗，居住地面積比 A*

 の同時的効果をみたのが図 12 で

ある．ここで，図上の曲線は，ρ 2 の等高線を示してお

り，μ∗ が小さく，A*
 が大きいほど ρ 2 が大きくなって

いる．また，ハッチング部分（ρ 2 が一定の最小値をと

っている領域）は時間軸の縮約が可能な領域，それ以

外は縮約不可能な領域を表している．この図からも，

居住地 2 の総面積が（相対的に）大きい場合，または，

リンク 2 の容量が（相対的に）小さい場合に，時間軸

の縮約が不可能になりやすいことがわかる． 
 以上より，従来の静学モデルでは大きな評価バイア

ス（特に，交通費用に関して）が生じる都市の条件は， 

1) CBD から遠い郊外に大規模な住宅地のある都市， 

2) 郊外の道路の容量がある程度小さい都市 

である．この条件に対応する典型例は，十分な道路整

備をしないまま郊外型の大規模住宅地を開発した（我

が国でもよく見られる）都市である．従って，このよ

うな都市で，社会基盤整備事業や混雑料金施策等の経

済的評価に従来型静学モデルを適用する際には，その

評価バイアスに十分な注意が必要である．より具体的

には，従来モデルで予測される交通費用は，CBD 近郊

では過大，郊外では過小評価となりやすいことを前提

に分析結果を用いる必要がある． 
 

６．おわりに 

 本研究は，渋滞現象や出発時刻選択行動といった 
intra-day レベルの交通条件を考慮した住宅立地均衡モ

デルを構築し，その特性を探った．その結果，これら

の条件を無視できると仮定した従来の立地-交通均衡

理論では，その予測結果に大きなバイアスが含まれる

場合（“時間軸の縮約不可能性”）があることを示した．

さらに，どのような都市・交通条件のもとで，従来理

論による予測（特に，交通費用）に大きなバイアスが

生じるのかを明らかにした． 
 なお，本研究は，消費者が intra-day レベルの選択に

関して合理的な行動をすると仮定できるなら生じるで

あろう現象を理論的に議論したものである．その行動

仮説の妥当性を直接，実証的に検証することは困難で

あろう．しかし，その理論的帰結の一部（eg. 交通費用

が，式(3.4)-(3.5) のような “分離不可能関数” となりう

ること）は，統計学的に検証可能と考えられる．その

ような実証的検討は，今後の重要な研究課題である． 
 
付録 A．パターン 3～6 が均衡状態では成立 

しえないことの証明 

 ここでは，パターン 3～6 が均衡条件を満たさない

ことを証明する．ただし，パターン 5 と 6 の証明手順

は，ほぼ同じであるため， パターン 6 の証明は省略

する．また，待ち時間を金銭費用に換算する時間価値

係数α の値は，結果に全く影響を与えないため，以下

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 12 面積比 A2 /A1，容量比μ2 /μ1 に対する 
均衡通勤費用ρ  2 の関係 
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では，α =1 とおいて記述する． 
 
（１） 到着パターン 3 の証明 
 パターン 3 での CBD 到着分布は， 

0)(   ,0)( 21 => sqsq ： ff sss 21 ≤≤    (A.1) 

0)(   ,0)( 21 >> sqsq ： lf sss 22 ≤≤    (A.2) 

0)(   ,0)( 21 >= sqsq ： ll sss 21 ≤≤    (A.3) 

を満たす．ここで，sif は居住地 i の消費者が最初に

CBD に到着する時刻， sil は居住地 i の消費者が最後

に CBD に到着する時刻を表す．また，パターン 3 では，

居住地 1 の消費者のみが最初，居住地 2 の消費者のみ

が最後に CBD に到着する．従って，CBD 到着時刻は

以下の条件を満たす： 

llff ssss 2121 ≤≤<    (A.4) 

正の交通流が流れる時間帯での均衡条件を等式条件に

書き換え，到着時刻 sif, sil での均衡条件を示すと， 

11111 )()( ρβ =+−= kstsTC fwf  (A.5) 

11111 )(  )( ργ =+−= ktssTC wll  (A.6) 

221122 )()( ρ=+= ksTCsTC lf  (A.7) 

22222 )(  )( ργ =+−= ktssTC wll  (A.8) 

これらの式から，s1l = s2l が得られる．これは，到着パ

ターン 3 の s1l , s2l が満たすべき条件 (A.4) に矛盾す

る．よって，パターン 3 は，均衡条件を満たさない． 
 
（２） 到着パターン４の証明 
 付録 A (1)と同様，均衡条件を等式条件に書き換え， 
sif, sil についての均衡条件を示すと， 

1111111 )()()( ρβ =+−+= kstswsTC fwff   (A.9) 

11111 )(  )( ργ =+−= ktssTC wll    (A.10) 

221222 )()( ρβ =++−= kkstsTC fwf    (A.11) 

22221122 )()(  )( ρ=++= kswsTCsTC lfl   (A.12) 

ここで，時刻 s1l における，居住地 2 からの通勤費用 
TC2 (s1l) を求めると， 

221112 )(  )( ρ<+= ksTCsTC ll    (A.13) 

この関係は，居住地 2 の出発時刻選択均衡条件に矛盾

する．従って，パターン 4 は均衡条件を満たさない． 
 
（３） 到着パターン５の証明 
 付録 A (2)と同様に，均衡条件を等式条件に書き換

え， sif, sil についての均衡条件を示すと， 

11111 )()( ρ=+= ksdsTC ff       (A.14) 

1111111 )()(  )( ρ=+−+= ktsdswsTC wlll     (A.15) 

221222 )()( ρ=++= kksdsTC ff      (A.16) 

22122222 )()(  )( ρ=+++= kksdswsTC lll    (A.17) 

ここで， sil < tw と仮定すると，どの居住地の消費者も

CBD に到着しない時刻 sil + ds における，居住地 1 か

らの通勤費用 TC1(sil + ds) は，以下のようになる． 

11111 )(  )( ρβ <+−−=+ kdsstdssTC lwl    (A.18) 

従って，sil < tw の場合，パターン 5 は，均衡条件を満

たさない．また，sil ≧ tw と仮定した場合も，同様に

パターン 5 が均衡条件を満たさないことが示される．

以上より，パターン 5 は，均衡条件を満たさないこと

がわかる． 
 

付録 B．パターン 1, 2 の均衡解 

 ここでは，パターン 1, 2の均衡解を解析的に求める．

ただし，パターン 1 と 2 の解析手順自体は，ほぼ同様

であるため，ここではパターン 1 の場合についてのみ

説明する． 
 均衡時の到着パターンがパターン 1 となる場合，消

費者の CBD 到着分布は，次のように与えられる： 

0)(   ,0)( 21 => sqsq ： ff sss 21 ≤≤    (B.1) 

0)(   ,0)( 21 >> sqsq ： lf sss 22 ≤≤    (B.2) 

0)(   ,0)( 21 => sqsq ： ll sss 12 ≤≤    (B.3) 

パターン 1 では，居住地 1 の消費者が最初と最後に

CBD に到着する．従って，CBD 到着時刻は以下の条件

を満たす： 

llff ssss 1221 ≤≤≤    (B.4) 

ただし，パターン 1 は，居住地 1 と 2 の消費者が同時

に最初，または最後に CBD に到着する場合も含む． 
 まず，(B.1)と(B.3) の時間帯で成立する均衡条件を考

えよう．この時間帯では，q2(s) = 0 であるからリンク 2
には渋滞が発生せず，TC2 (s) は， 

212   )( ksTC += ρ      (B.5) 

である．従って，出発時刻選択均衡条件(2.14) は， 

0)()( )( 11111 =−++=− ρρ ksdswsTC    (B.6) 

0 )( 22122 ≥−+=− ρρρ ksTC    (B.7) 

と書ける．さらに，式 (B.6) を s について微分すると，

以下の関係が得られる． 
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⎩
⎨
⎧

≥−
≤

=
w

w

tsif
tsif

ds
sdw

     
       )(1

γ
β   (B.8) 

これより，この時間帯では，リンク 1 に渋滞が発生し

(w1(s) > 0)，リンク 2 には渋滞が発生しない( w2(s) = 0)
ことが判る．従って，均衡条件(2.17), (2.19) は，各々，

以下の等式，不等式で表される： 

)(11 sq=μ ,   (B.9) 

0)/)(1( 1 2 ≥− dssdwμ . (B.10) 

 次に，(B.2)の時間帯で成立する均衡条件を考えよう．

この時間帯では，q1(s) > 0, q2(s) > 0 であるので，均衡条

件(2.14) は，以下の等式条件に帰着する： 

0)()( )( 11111 =−++=− ρρ ksdswsTC   (B.11) 

0)( )( 222122 =−++=− ρρρ kswsTC    (B.12) 

この式(B.12)と式(B.7) より，この時間帯では，リンク

2 には渋滞が発生しない（w2(s) = 0）ことが判る．また，

リンク 1 に渋滞が発生する（w1(s) > 0）から，均衡条件

(2.17), (2.19) は，各々， 

)()( 211 sqsq +=μ ,   (B.13) 

)()/)(1( 21 2 sqdssdw ≥−μ .  (B.14) 

 以上の均衡条件から，解析的に均衡通勤費用を求め

る．まず，居住地 1 から最初，または最後に CBD に

到着する消費者は，渋滞に巻き込まれない．従って，

CBD 到着時刻 s1f, s1l での均衡条件 (2.14) は， 

111 11 )( )( ρβ =+−= kstsTC fwf  (B.15) 

111 11 )( )( ργ =+−= ktssTC wll  (B.16) 

と書ける．これら 2 式から tw を消去すると， 

)( 11 11 fl ssk −=− δρ   (B.17) 

を得る．ここで， )/( γββγδ +≡ である．また，到着

時刻 s2f, s2l における均衡条件 (2.14) は，パターン 1
ではリンク 2 に渋滞が発生しないため， 

2212222  )()( ρρ =+== ksTCsTC lf  (B.18) 

と書ける．次に，OD 交通量の保存則 (2.15) に均衡条

件式 (B.9), (B.10), (B.13), (B.14) を代入すると， 

)( ))()(( 11 121 fl ssdssqsqQ −=+= ∫ μ     (B.19) 

∫∫ −≤= l

f

s

s
dsdssdwdssqQ 2

2

 

 12 2 2 )/)(1( )( μ  (B.20) 

を得る．この式(B.19) に式(B.17)を代入すれば，均衡通

勤費用 ρ1 が， 

1
1

1 kQ
+=

μ
δρ        (B.21) 

と得られる．また，このときの ρ2  は，式(B.18)より， 

212 k+= ρρ        (B.22) 

である． 
 

付録 C．パターン 1 の成立条件 

 到着パターン 1 での CBD 到着時刻 s1f, s1l は，付録B

で示した均衡条件式(B.15), (B.16) から， 

1
111 /)(

μβ
δβρ Qtkts wwf −=−−= ,   (C.1) 

1
111 /)(

μγ
δγρ Qtkts wwl +=−+= .   (C.2) 

また，到着時刻 s2f, s2l は，均衡条件式 (B.18) から， 

,   (C.1) 
.   (C.2) 

これらの均衡到着時刻がパターン 1 と整合的であるた

めには，(B.4) が成立する必要がある．すなわち， 

fwf sQts 2
1

1 ≤−=
μβ

δ   (C.3) 

lwl sQts 2
1

1 ≥+=
μγ

δ   (C.4) 

 到着パターン 1 の均衡状態では，上記条件に加え，

付録 B の均衡条件 (B.20) の不等式が成立しなければ

ならない．この不等式右辺に式(B.8) を代入すると， 

)()( 2*
2

2*
2

2 wlfw tsstQ −+−≤
γ
μ

β
μ . (C.5) 

この関係式に (C.3),(c.4) を代入し整理すれば， 

⎪
⎪
⎩

⎪⎪
⎨

⎧

≤

≤≤+

≤

≤ −−

**

***1*1*

***

2

                                  1 

    }){( 

                                

μβ

βμγγμββδ

γμμ

if

if

if

Q
Q  (C.6) 

を得る．すなわち，パターン 1 は，条件(C.6)を満たし

た場合にのみ成立する． 
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付録 D．均衡条件の有限次元 NCP 表現 

 分析時間帯を N 個の微小区間に分割し，CBD 到着

時刻 s を sn ( n = 0, 1, 2,.., N ) と離散化する．このとき，

CBD 到着時刻別の交通流率 qi (s) ( i = 1, 2 ) および渋滞

待ち時間 wa (s) ( a = 1, 2 ) は，各々，N +1 個の要素を持

つベクトル 
 q i = [qi (0), qi (1),.., qi (N)]T   ( i = 1, 2 ) 

 wa = [wa(0), wa(1),.., wa(N)]T  ( a = 1, 2 ) 

として表現できる．また，これに加えて，統合均衡モ

デルの均衡交通費用ρ，均衡居住地人口 Q，均衡効用 V 
をまとめて， 

TVQQ ] ,  , , , , , ,  ,[ 21212121 ρρwwqq≡X   (D.1) 

と書くと，均衡条件は，以下の非線形相補性問題(NCP)
として表現できる： 

  Find 5)1(4* ++
+∈ NRX  such that  

00 ≥≥=⋅ )(  ,  ,0)( **** XFXXFX    (D.2) 

ここで，F(X) は，以下の様に定義されたベクトル関数

である： 
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−−
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≡

21

222

111

212

211

22

11

22211

111

),(
),(

) (
)(

QQQ
QvV
QvV

Q
Q

ρ
ρ

μ
μ

ρ
ρ

qwD1
qq1

q1
q1

1dkwkw
1dkw

XF
   (D.3) 

 
また，D は離散化された到着時刻に関する差分演算を

表す行列， vi (Qi, ρi) は居住地 i の間接効用を居住地人

口と交通費用によって表現した（地代ri と交通費用 ρi  
で表現された間接効用関数に土地需給均衡条件を代入

して得られる）関数である． 
 

付録 E．問題[EP] と緩和均衡条件の等価性 

 以下では，対角化近似した均衡条件と最適化問題 
[EP] が等価であることを証明する． 
 最適化問題[EP] の目的関数 Z は，(q, Q) に関して凸

関数である．また，制約条件 (4.6)～(4.11)で定義され

る(q, Q)の許容領域は凸集合である．従って，[EP] の最

適性の必要十分条件である Kuhn-Tucker 条件が，対角

化近似した均衡条件と一致することを示せばよい． 
 問題 [EP] の Lagrangean を 
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∑
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21
*

ρ

τμ

μ

Qq

   (E.1) 

と定義する．ただし，w1
*(s), w2

*(s), ρi
*, V* は，各々，制

約条件(4.6), (4.7), (4.8), (4.10) に対するLagrange乗数で

ある．このＬ を用いると，[EP] の Kuhn-Tucker 条件

は，以下の様に与えられる： 

0  ,0  ,0 )(
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    and (4.8), (4.10). 

ここで，(E.3), (E.4) に現れる偏微分を計算すると， 
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 )()(
)( i

i
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a

i
swsd

q
L

s
ρ−+=

∂
∂ ∑

=

     si,∀  (E.5) 

*)1(

 

 ),( VQv
Q
L n

iii
i

+−=
∂
∂ −ρ          i∀   (E.6) 

である．従って，Lagrange 乗数 wa
*(s) を CBD 到着時

刻別のリンク a の渋滞待ち時間 wa (s) ，ρ i
* を居住地 

i の均衡通勤費用 ρ i，V* を均衡効用水準 V と考える

と，上記 Kuhn-Tucker 条件は，対角化近似した均衡条

件に一致する．より具体的には，まず，(E.2) は，渋滞

待ち時間条件 (2.17), (2.19)と一致する．次に，(E.4) は，

出発時刻選択の無裁定条件 (2.14) と一致する．最後に，

(E.5) は居住地選択の無裁定条件 (2.10) と一致する． 
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Irreducibility of Dynamic Traffic Conditions in a Model of Residential Location 

and Departure Time Choice Equilibrium with Bottleneck Congestion 

Takashi AKAMATSU and Yuki TAKAYAMA 
 

The standard residential location theory describes transportation cost in a static framework, assuming that 
detailed transportation conditions have negligible significance. Recent studies on bottleneck congestion, 
however, indicate that the static transportation modeling may give a large estimation error. This paper aims to 
clarify the urban conditions in which the conventional location theory leads to significant biases in the 
transportation cost. To achieve the purpose, we present a residential location equilibrium model with a 
bottleneck congestion model. By comparing the transportation cost obtained from our model to that in 
conventional models, we specify the urban conditions in which conventional theory yields biased results. 

 


